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目的　病院の歴史的経緯を検証するために，病床規模別・所有形態別に病院機能の変遷を辿った。
過去のどの時点において病院の機能が分化していったかを，病院機能の年次推移分析によって
検討した。

方法　医療施設調査・病院報告において，国民皆保険達成の前年である1960年を始点としコロナ禍
前年の2019年を終点とする60年間を分析期間として，一般病院を対象に，病床規模別・所有形
態別に病院機能を表す各種の指標を時系列に収集した。病床規模別では，49床以下を小規模病
院群，50床以上299床以下を中規模病院群，300床以上を大規模病院群と称して， 3 つの病院群
に大別化した。所有形態別では，「国」「公的医療機関」「社会保険関係団体」「その他」を公的
病院群，「医療法人」「個人」を私的病院群と称して大別化した。長期にわたる年次推移の変曲
点を明らかにするために，ジョインポイント回帰分析を行った。

結果　施設数および病院機能を示す指標である一般病床割合，看護師数，退院患者数，平均在院日
数，外来患者割合に関して，病院群ごとにジョインポイント回帰分析を行った結果，60年間の
年次推移の傾向には，大規模病院群と公的病院群，中規模病院群と私的病院群に類似性が認め
られた。病院群ごとに各指標に関して，ジョインポイント回帰分析の結果抽出された年次ごと
の変曲点を集計すると，合計ポイントの高かった年次は，1997年（25.06ポイント），1998年
（18.19ポイント），1968年（15.41ポイント），2001年（14.64ポイント），1971年（14.10ポイ
ント），1996年（10.07ポイント），1986年（8.19ポイント），2000年（7.81ポイント），2007年
（6.41ポイント），2008年（5.72ポイント）の順になった。

結論　ジョインポイント回帰分析で抽出した変曲点を根拠に，現在の病院機能に至る変遷を辿ると，
1970年頃を基点に急性期ケアと慢性期ケアの機能分化が始まり，1980年代後半に分化が確立し
たと想定できる。大規模病院群および公的病院群は，1960年から現在に至るまで，一貫して急
性期ケアに特化した変化を遂げている。その一方，中規模病院群および私的病院群は機能の変
動が大きい。しかし1960年代までは，現在にみられるような機能の相違は認められなかった。
中規模病院群および私的病院群においては，1970年代以降の施設数増加に伴い慢性期ケアの機
能を取り込んでいったと考えられる。1986年を変曲点に1990年代初頭の量的拡大の終了によっ
て，その勢いは停滞した。2000年以降は，一部に急性期ケアの機能を取り込んでいる可能性が
あるが大きな変動は認められず，機能の相違は解消されていない。
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Ⅰ　は　じ　め　に

　コロナ禍となった2020年から，一般の人々の
関心が医療提供体制に向けられるようになった。
欧米諸国より病院が多いのになぜ病床逼迫する
のかという疑問に対しては，中小規模の民間病
院が多数を占めることが要因として取り上げら
れた１）２）。一部報道からは民間病院が患者受け
入れに消極的だと批判の声があがり，さらにさ
かのぼって，感染症治療を担う公的病院を減ら
していいのかと，2019年の地域医療構想に基づ
く公的病院再編統合リストまで話題に上った。
　一連の議論の背景には，病院は病床規模別・
所有形態別に異なっているという認識があるよ
うだ。行政の側にも，日本では私的所有を中心
に医療機関が整備されてきたために，政府が強
制力を持って改革できないという見解がある3）。
　別の見方をすると，公私の大小規模の病院が
競合しあるいは協働して，今日の医療提供体制
を築き上げたということだ。ポストコロナの時
代には新興感染症等の有事にも対応できる地域
医療構想が求められており，策定の際にはこの
歴史的経緯を踏まえて議論することが重要だ。
　しかし，病院の歴史的経緯を実証的に示すこ
とは容易ではない。病床規模別の病院分析に関
しては，診療報酬上の病床規模区分を踏まえた
財務分析や中小規模病院の経営上の問題点を論
じた報告がある４）5）。所有形態別に関しては，
資金調達やイコールフィッティングなど税制的
会計的な観点からの財務状況分析が多く成され
てきている6）7）。これらは病院存続にとって逼
迫した課題だからこそ，時の制度設計や診療報
酬改定を踏まえた短期集約的な議論になりがち
だ。
　病院機能の現状分析に関しては，病床機能報
告制度やレセプト情報・特定健診等情報データ
ベース（NDB）など様々なビックデータが用
意されているが，過去にさかのぼって紐づけで
きるデータは限られている。病床規模別・所有
形態別いずれにおいても，病院機能の変遷を長
期的に追跡した報告は見いだせない。そこで本

研究では，日本の病院の歴史的経緯を検証する
第一歩として，病床規模別・所有形態別に病院
機能の変遷を辿っていく。過去のどの時点にお
いて病院の機能が分化していったのかを，病院
機能の年次推移分析によって検討する。

Ⅱ　方　　　法

　厚生労働省政策統括官付参事官付保健統計室
公表の医療施設調査・病院報告において，国民
皆保険達成の前年である1960年を始点としコロ
ナ禍前年の2019年を終点とする60年間を分析期
間として，病床規模別・所有形態別に病院機能
を表す各種の指標を時系列に収集した。
　一般的な入院治療を想定しているため，精神
科病院は除外し一般病院のみを分析対象とした。
ところが欧米諸国と比較した場合，一般病院に
おいても多様なサービス提供形態を有すること
が指摘されている8）-10）。しかし，本研究では病
院機能の変化を長期的に追跡する必要があるた
め，急性期ケアと慢性期ケアという二軸でもっ
て病院機能を分析した。分析においては，サー
ビス提供における投入の指標として一般病床数
と看護師数を用いた。産出の指標として退院患
者数を，患者重症度の指標として平均在院日数
を用いた。さらに，日本の医療提供体制の特徴
の １ つとされる病院と診療所とのサービス形態
の重複に着目し，外来患者数を指標に加えた10）。
　各指標の算出方法は以下のとおりである。一
般病床割合は，一般病床数を総病床数で割り返
して算出した。看護師数は，正看護師数を病床
数で割り返し100床当たりの人数を算出した。
退院患者数は，退院患者数を病床数で割り返し
１ 床当たりの人数を算出した。平均在院日数は，
在院患者延べ数を新入院患者数と退院患者数の
平均値で割り返して算出した。外来患者割合は，
外来患者延べ数を在院患者延べ数で割り返して
算出した。
　病床規模別データに関しては，医療施設調
査・病院報告における病床規模の区分は12区分
となっており，50床未満は10床ごと，200床未
満は50床ごと，500床未満は100床ごと，そして
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500床以上は200床ごとに区分されている。この
区分は恣意的なものであり，病床規模に関する
公的な分類基準は示されていない。例えば，医
療法および診療報酬の施設基準においては200
床，400床で区切った要件設定が多くみられ，
受療行動調査では，小病院が99床以下，中病院
が100～499床，大病院が500床以上とされるな
ど，施策意図に応じて区分が異なっている。
　そのため，2019年現在のデータを用いて上記
機能の各指標を算出し，類似した傾向を示す病
院群への大別化を試みた。病院機能の値を12区
分の病床規模別に配置してその傾向をみると，
50床以上299床以下の ４ グループにおいて，平
均値よりも一般病床割合，看護師数，退院患者
数，外来患者割合が小さく，平均在院日数が長
い傾向が顕著であった（表 1 ）。
　この結果を踏まえて，病床規模別12区分のう
ち50床以上299床以下の ４ グループを中規模病
院群と位置づけ，これより小規模な49床以下の
3 グループを小規模病院群，これより大規模な
300床以上の 5 グループを大規模病院群と称し
て， 3 つの病院群に大別化した。

　所有形態別データに関しては，医療施設調
査・病院報告における開設者大分類は 6 区分と
なっており，「国」「公的医療機関」「社会保険
関係団体」が公的，「医療法人」「個人」「その
他」が私的とされている。2019年現在の病院機
能の値を開設者大分類でみると，「医療法人」
と「個人」のみが他とは異なる傾向を示してお
り，平均値よりも病床規模，一般病床割合，看
護師数，退院患者数，外来患者割合が小さく，
平均在院日数が長かった（表 1 ）。「その他」の
値は公的の 3 グループに近く，事業者の内訳に
は私的所有とはいえない公的団体が含まれてい
る。そこで本研究においては，「医療法人」「個
人」を私的病院群とし，「国」「公的医療機関」
「社会保険関係団体」「その他」を公的病院群
と称して， ２ つの病院群に大別化した。
　本研究の時系列分析においては，長期にわた
る年次推移の変曲点を明らかにするために，
ジョインポイント回帰分析を行った（Joinpoint 
version 4.9.0.0を使用）。ジョインポイント回
帰分析では，年次推移データについて，いくつ
かの変曲点が存在する可能性を想定し，変曲点

の数をモデルの当てはまり
に応じて増減するアルゴリ
ズムによって，最も当ては
まりのよいモデルが決定さ
れる11）。つまり，最も当ては
まりの良い変曲点数が得ら
れることになる。推定され
るパラメータは変曲点の数，
位置（年の95％信頼区間）
および各線分の年変化率

（Annual Percent Change）
である。有意性の検定は
Monte Carlo methodsを用
いて行われる。本研究では，
変曲点で区切った回帰直線
の形状を各病院機能の変化
として解釈する。
　なお，本研究は公開され
ている統計資料データを基
に分析した研究であり，倫

表 1 　病院機能（一般病院・2019）

施設数 １ 施設当た
り病床規模

一般病床
割合

100床当たり
看護師数 １ ）

１ 床当たり
退院患者数

平均在院
日数

外来患者
割合

総計 7 259 177.5 69.0 62.0 12.6 23.0 1.24
病床規模別
　20～29床  118 80.5 65.6 18.0 12.2 5.79
　30～39  295 69.9 50.0 14.6 16.8 3.55
　40～49  471 69.3 44.7 11.3 23.5 2.20
　50～99 2 021 59.8 41.2 8.2 35.1 1.40
　100～149 1 257 53.0 42.6 7.0 42.9 0.94
　150～199 1 130 60.0 48.8 8.2 36.1 0.98
　200～299  733 60.8 52.8 9.8 30.2 0.91
　300～399  547 75.7 67.7 14.3 20.0 1.20
　400～499  308 80.8 77.8 16.9 16.8 1.31
　500～6992）  256 85.2 89.2 20.0 14.1 1.47
　700～8992）  70 86.9 93.2 21.7 13.5 1.72
　900床以上  53 83.4 89.8 19.1 14.6 1.82
所有形態別
　国  319 393.8 93.1 83.0 16.2 16.6 1.37
　公的医療機関 1 162 259.6 90.6 85.8 18.6 14.3 1.72
　社会保険関係団体  52 299.9 95.6 90.0 22.0 12.3 1.82
　医療法人 4 819 135.1 50.9 43.1 8.2 37.3 0.95
　個人  154 88.5 37.7 26.6 5.0 57.6 0.86
　その他  753 240.5 81.3 75.9 15.7 18.3 1.53

出典　令和元年医療施設調査・病院報告（2019）
　　　平成29年医療施設調査・病院報告（2017）
注　１）　2017年から職員数の公表が 3 年に一度になったため，2018，2019年のデータは欠損している。
　　２）　1989年以降は500～599床，600～699床，700～799床，800～899床に細分化されたが，過去

データと連結するために再集計している。
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理的配慮は要しない。

Ⅲ　結　　　果

　2019年現在の一般病院において，所有形態別
に病床規模の割合をみると，公的病院群は大規
模病院群において，私的病院群は小規模・中規
模病院群において施設の過半数を占めている
（図 1 ）。ただし開設者大分類の内訳をみると，
公的・私的病院群でそれぞれ多数を占める公的
医療機関と医療法人に関しては，すべての病床
規模において施設を有していることがわかる。
　1960年から2019年まで60年間の一般病院の変
遷を，病床規模別・所有形態別に時系列に辿っ

ていく。
　まず施設数の変遷に関しては，総数では1960
年に4,921施設だったものが急増して30年後の
1990年に9,008施設と最大数となり，以後は減
少に転じている（図 2 ａ，ｂ）。病床規模別に
みると，中規模病院群と大規模病院群が1991年
まで大きく増加している（図 2 ａ）。所有形態
別にみると私的病院群の変動が著しく，1990年
まで大きく増加しそれ以降は減少に転じている
（図 2 ｂ）。
　なお，所有形態別 ２ 病院群の病床規模につい
ては，1960年には公的病院群が152.7床，私的
病院群が46.3床だった。60年間の年次推移を病
床規模別 3 病院群に当てはめると，私的病院群

も1962年以降は50床台になり，双
方とも中規模病院群の範囲内で推
移している。
　病院機能の各指標の年次推移分
析においては，ジョインポイント
回帰分析の結果得られた，モデル
化された値を用いてグラフを作成
した。
　一般病床割合に関しては，極端
な変動を示しているが，1997年か
ら2004年までの急激な減少は，療
養型病床群および療養病床への制
度変更による移行である（図 3 ）。

図 1 　所有形態別にみた病床規模別病院割合（一般病院・2019）

小規模
病院群

中規模
病院群

20～29床
30～39　
40～49　
50～99　

100～149　
150～199　
200～299　
300～399　
400～499　
500～699　
700～899　
900床以上 

大規模
病院群

国 公的医療機関 社会保険関係団体 その他 医療法人 個人

公的病院群 私的病院群

20 40 60 80 100％0

出典　令和元年医療施設調査・病院報告（2019）

図 2 　施設数の年次推移（一般病院・1960-2019）

小規模
病院群

中規模
病院群

1960 1970 1980 1990 2000 2010 2019年

20～29床
30～39床
40～49床
50～99床
100～149床
150～199床
200～299床
300～399床
400～499床
500～699床
700～899床
900床以上
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4,000

2,000

0

大規模
病院群

施設数
10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

施設数

私的
病院群

公的
病院群

1960 1970 1980 1990 2000 2010 2019年

個人
医療法人
その他
社会保険
関係団体
公的医療
機関
国

a病床規模別 b所有形態別

出典　医療施設調査・病院報告（1960-2019）
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病床規模別にみると大規模病院群の変化は緩や
かで，2000年以降は最も高くなっている。所有
形態別にみると，公的病院群は大規模病院群と
同じパターンだがさらに高い値で推移し，私的
病院群は中規模病院群と同じパターンだがさら
に低い値で推移している。
　看護師数に関しては，全ての病院群で1970年
代以降大きく増加している（図 4 ）。公的病院
群と大規模病院群が一貫して他の病院群よりも
多くの看護師を有しているが，1960年代には現
在のような差はみられなかった。
　退院患者数に関しては，1970年代半ばまでは
大規模病院群が最も患者数が少なかったが，
1976年を変曲点に急激に増加している（図 5 ）。
中規模病院群と私的病院群は他よりも患者数が

少なく年次変化が激しい。
　平均在院日数に関しては，中規模病院群と私
的病院群では1971年から長期化が始まり，1986
年を変曲点に短縮化に転じたが，日数は他の病
院群よりも長いまま推移している（図 6 ）。大
規模病院群と公的病院群は，1960年代には他よ
りも在院日数が長かったが，以降は一貫して短
縮化しており現在では最も在院日数が短い病院
群となっている。
　外来患者割合に関しては，小規模病院群にお
いて最も外来患者の割合が高く変動が大きい
（図 7 ）。1960年当初は，大規模病院群よりも
中規模病院群の方が，また公的病院群より私的
病院群の方が多かったが，病床規模別では1989

図 3 　 一般病床割合の年次推移（ジョインポイント回帰分析 
・一般病院・1960-2019）
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注　１）　病床規模別データに関しては，1960年代前半の病床区分が
異なり一部データが欠落するため，分析開始は1965年となっ
ている。

図 5 　 退院患者数の年次推移（ジョインポイント回帰分析 
・一般病院・1960-2019）
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注　１）　病床規模別データに関しては，1960年代前半の病床区分が
異なり一部データが欠落するため，分析開始は1965年となっ
ている。

図 6 　 平均在院日数の年次推移（ジョインポイント回帰分析 
・一般病院・1960-2019）
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注　１）　病床規模別データに関しては，1960年代前半の病床区分が
異なり一部データが欠落するため，分析開始は1965年となっ
ている。

図 4 　 看護師数の年次推移（ジョインポイント回帰分析 
・一般病院・1960-20172））
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ている。

　　２）　2017年から職員数の公表が 3 年に １ 度になったため，2018，
2019年は欠落している。
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年，所有形態別では1983年に逆転している。
　以上のジョインポイント回帰分析において抽
出された変曲点を取りまとめたものが表 2 であ
る。年次ごとの変曲点を集計すると，出現回数
は最大で年 8 回，中央値は ２ 回，年変化率の合
計ポイントは最大で年25.06，中央値は2.39
だった。変曲点が頻出した年次を特定するため
に，変曲点の出現回数 ４ 回以上を条件に合計ポ
イントの高かった年次を抽出すると，1997年

（25.06ポイント），1998年（18.19ポイント），
1968年（15.41ポイント），2001年（14.64ポイ
ント），1971年（14.10ポイント），1996年（10.07
ポイント），1986年（8.19ポイント），2000年
（7.81ポイント），2007年（6.41ポイント），
2008年（5.72ポイント）の順になった。

Ⅳ　考　　　察

　2019年現在の一般病院の各指標を病床規模別
にみると，大規模病院群は，一般病床割合，看
護師数，退院患者数が多く，平均在院日数が短
いことから，急性期ケアの機能を有していると
考えられる。これが本来の一般病院に課された
機能である。中規模病院群は，一般病床割合，
看護師数，退院患者数，外来患者割合が少なく，
平均在院日数が長いことから，慢性期ケアの機
能を担っていると考えられる。同じ要領で各指
標を所有形態別にみると，上記と同じ特徴を示
したことから，公的病院群は急性期ケアに特化
しており，私的病院群は慢性期ケアの傾向が強

図 7 　 外来患者割合の年次推移（ジョインポイント回帰分析 
・一般病院・1960-2019）
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表 2 　ジョインポイント回帰分析の変曲点（一般病院）
一般病床割合 100床当たり看護師数 １ 床当たり退院患者数 平均在院日数 外来患者割合

年次 年変化率 年次 年変化率 年次 年変化率 年次 年変化率 年次 年変化率

小規模病院群 1980 -0.02 1968 1.43 1971 -1.97 1971 2.25 1969 2.62
1997 -7.52 1990 9.70 1981 -0.44 1981 -0.05 1972 -1.84 
2000 -3.87 1998 4.46 1989 2.36 1988 -2.00 1980 -0.06 
2005 1.54 1999 0.31 1998 1.06 1995 -2.37 
2008 0.52 2004 1.64 2004 -2.08 2006 0.41 

中規模病院群 1982 0.38 1968 3.09 1972 -0.93 1968 -2.01 1968 1.37 
1994 -2.51 1973 4.96 1981 -0.19 1971 1.21 1971 -1.36 
1998 -9.06 1979 2.03 1989 2.10 1986 -1.55 1985 0.61 
2001 -4.04 1991 5.65 2000 -0.20 2000 0.30 1999 -2.94 
2004 0.20 1998 3.61 2008 1.06 2006 -1.19 2007 -0.68 

大規模病院群 1977 1.35 1967 17.31 1976 2.06 1968 -2.78 1969 0.70 
1987 0.21 1970 6.19 1996 3.87 1971 -1.07 1986 3.17 
1996 -1.12 1981 1.94 2003 2.12 1986 -2.02 1990 0.80 
2004 0.28 1991 3.18 1997 -3.71 2001 -1.90 

2006 -2.33 2008 0.33

公的病院群 1962 -1.13 1966 2.42 1966 1.06 1967 -1.22 1969 0.45
1965 1.64 1970 6.70 1980 3.75 1982 -2.12 1985 3.26 
1984 0.35 1981 3.05 1984 2.04 1997 -3.15 1990 0.73 
1996 -0.47 2007 3.52 1994 3.17 2007 -1.96 2001 -2.84 
2004 0.14 2014 1.45 2003 1.77 2005 -0.27 

私的病院群 1971 0.86 1969 1.57 1968 2.84 1968 -1.53 1968 0.36 
1989 -0.78 1973 3.39 1971 -2.36 1971 3.02 1973 -3.56 
1997 -10.68 1991 7.71 1988 2.19 1986 -1.45 1985 -0.55 
2001 -5.86 1996 4.61 2000 0.34 1999 -0.52 2000 -3.10 
2004 0.61 2015 1.92 2008 1.76 2008 -2.05 2007 -0.25
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いと考える。
　ジョインポイント回帰分析で抽出した変曲点
を根拠に，現在の病院機能に至る変遷を辿ると，
1970年頃を基点に急性期ケアと慢性期ケアの機
能分化が始まり，1980年代後半にその分化が確
立したことが想定できる。
　大規模病院群および公的病院群は，本研究の
分析始点とした1960年から2019年現在に至るま
で，一貫して急性期ケアに特化した変化を遂げ
ている。その一方，中規模病院群および私的病
院群の機能の変動は大きい。しかし1960年代ま
では，現在にみられるような機能の相違は認め
られなかった。中規模病院群および私的病院群
においては，1971年を変曲点として平均在院日
数が長期化するなどの兆候を示したことから，
1970年代以降の施設数増加に伴い慢性期ケアの
機能を取り込んでいったと考えられる。1986年
を変曲点として平均在院日数が短縮化に転じた
頃をピークに，施設数の量的拡大が終息した
1990年代初頭はその勢いが弱まってきている。
2000年以降は，平均在院日数が短縮し看護師数，
退院患者数が増加するなど，大規模病院群およ
び公的病院群の年次推移に追随するかのような
変化パターンを示しており，一部に急性期ケア
の機能を取り込んでいる可能性もある。しかし，
表 2 に示すとおり2010年以降の変曲点の発生が
２ 回のみであることからも大きな変化は認めら
れず，現在に至るまで機能の相違は解消されて
いない。
　小規模病院群に関しては，外来患者割合が多
く平均在院日数が短いことから，外来機能に特
化した病院群と考えるが，年次推移の変動が激
しく急性期・慢性期の機能を判断することはで
きなかった。図 2 ａに示したとおり施設数が
1970年以降大きく減少していることを加味する
と，有床診療所への転換に伴う変動が影響して
いる可能性がある。今回の分析では私的病院群
に内包してしまったが，開設者区分のうちの
「個人」病院がこれに類似した傾向を示してお
り，医療法人成りの影響も検討する必要がある。
　次に，ジョインポイント回帰分析の結果，変
曲点が頻出した年次である1968年，1971年，

1986年，1996年，1997年，1998年，2000年，
2001年，2007年，2008年に該当する社会状況と
医療政策について検討する。
　1968年と1971年に関しては，日本が高齢化社
会に突入し，高齢者の長期入院への対応が迫ら
れた時期である。いわゆる「社会的入院」の要
因としてよく取り上げられる老人医療費無料化12）

の全国達成は1973年である。この時期に第二次
医療技術革新が始まり，急性期機能を保つため
に一定の規模の経済が求められるようになった
という説もある13）。1986年に関しては，第 １ 次
医療法改正の翌年であり，医療計画における病
床規制を踏まえて駆け込み増床が始まった変動
の時期に相当する。1996年，1997年，1998年，
2000年，2001年は介護保険制度導入の時期であ
る。また，第 ４ 次医療法改正で療養病床が創設
され，病床の機能分化が本格化した。2007年と
2008年に関しては，2006年医療制度改革関連法
が成立した後のいわゆる新自由主義的医療改革
の時期に相当する。
　当然ながら，病床規制を筆頭に医療施策は病
院機能の変化に多大な影響を及ぼしている。個
別の変曲点に関しては，より具体的に診療報酬
改定の影響を指摘できる年次もある。しかし，
施策が個々の病院に与える影響については推測
の域を出ず，様々な解釈が可能である。病院は
機能分化施策の意図どおりに行動しているわけ
ではないとの指摘もある14）15）。例えば，本研究
では大規模病院群および公的病院群が急性期ケ
アを担っていると解釈したが，両者はいずれも
外来機能を維持したままであり，2010年以降も
外来患者割合は減少していない。この傾向は，
近年急性期病院に求められている外来医療の機
能分化・連携推進施策とは相反する反応かもし
れない。病院機能の変化の要因に関しては，歴
史的資料の綿密な検証を基に社会情勢の変化も
踏まえた分析が必要だろう。
　本研究では，大規模病院群と公的病院群，中
規模病院群と私的病院群における類似性を指摘
したが，両者は必ずしも一致するものではない。
今回のジョインポイント回帰分析の結果から解
釈できるのは，両者の変化の連関性のみである。
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また，一般病院の機能を急性期ケアと慢性期ケ
アという二軸で分析したが，その中には多様な
サービス形態の病院が含まれている。回復期リ
ハビリテーション病院，いわゆるケアミックス
病院，単科の専門病院の特徴などは，今回の分
析からは読み取ることができなかった。病院機
能に関する指標を長期的に収集するという制約
はあるが，回帰分析手法を検討した上で，より
詳細な病床規模別・所有形態別データを組み合
わせた病院機能の分析を今後の課題としたい。
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